
国の基本指針等による点検・評価について 

【子ども・子育て支援法に基づく基本指針（抜粋）】 

３ 子ども・子育て支援事業計画の達成状況の点検及び評価  

市町村及び都道府県は、各年度において、子ども・子育て支援事業計画に基づく施

策の実施状況（教育・保育施設や地域型保育事業の認可等の状況を含む。）や、これ

に係る費用の使途実績等について点検、評価し、この結果を公表するとともに、これ

に基づいて対策を実施すること。この場合において、公立の教育・保育施設に係る施

策の実施状況等についても、その対象とする必要があることに留意が必要である。こ

の際、この一連の過程を開かれたものとするため、地方版子ども・子育て会議を活用

することが望まれる。  

評価においては、個別事業の進捗状況（アウトプット）に加え、計画全体の成果（ア

ウトカム）についても点検・評価することが重要である。子ども・子育て支援の推進

においては、利用者の視点に立った柔軟かつ総合的な取組が必要であり、このような

取組を評価するため、利用者の視点に立った指標を設定し、点検及び評価を行い、施

策の改善につなげていくことが望まれる。  

法の施行後、教育・保育給付認定を受けた保護者の認定区分ごとの人数が、二の２の

(一)又は四の２の(一)により定めた当該認定区分に係る量の見込みと大きく乖離してい

る場合には、適切な基盤整備を行うため、計画の見直しが必要となる。このため、市町

村は、教育・保育給付認定の状況を踏まえ、計画期間の中間年を目安として、必要な場

合には、市町村子ども・子育て支援事業計画の見直しを行うこと。都道府県においても、

市町村子ども・子育て支援事業計画の見直し状況等を踏まえ、必要な場合には、都道府

県子ども・子育て支援事業支援計画の見直しを行うこと。なお、この場合において見直

し後の子ども・子育て支援事業計画の期間は、当初の計画期間とすること。 

 

 

【次世代育成対推進法に基づく行動計画策定指針（抜粋）】 

４ 利用者の視点に立った点検・評価のための指標の導入 

基本指針第三の六の３における達成状況の点検・評価と連携して、個別事業の進

捗状況（アウトプット）に加え、個別事業を束ねた施策や計画全体の成果（アウト

カム）についても点検・評価することが重要である。 

次世代育成支援対策の推進においては、利用者の視点に立った柔軟かつ総合的な

取組が重要であり、このような取組を評価するため、利用者の視点に立った指標を

設定し、点検・評価を行い、施策の改善につなげていくことが望まれる。 

５ 市町村行動計画及び都道府県行動計画の実施状況の点検・評価及び推進体制 

法第八条第七項及び第九条第七項では、市町村及び都道府県は、定期的に、市町

参考資料９ 



村行動計画等に基づく措置の実施の状況に関する評価を行い、市町村行動計画等に

検討を加え、必要があると認めるときは、これを変更することその他の必要な措置

を講ずるよう努めなければならないものとされていることから、各種施策が利用者

の直面している問題や課題の解消に役立ったか、満足できるものであったか等、利

用者側の視点に立った点検・評価を実施し、その結果を毎年度の予算編成や事業実

施に反映させる、計画（Ｐｌａｎ）、実行（Ｄｏ）、評価（Ｃｈｅｃｋ）、改善

（Ａｃｔｉｏｎ）のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）を確立することが重要である。 

この際、これら一連の過程を開かれたものとするため、地域における子育て支援

事業の関係者や子育てに関する活動を行うＮＰＯ等が参画する場を設けることも考

えられる。その際、地域協議会などを活用することも考えられる。 

また、法第八条第六項及び第九条第六項では、市町村及び都道府県は、おおむね

一年に一回、市町村行動計画等に基づく措置の実施の状況を公表するよう努めるこ

ととされており、この計画の実施状況等に係る情報の広報誌やホームページへの掲

載等により、住民に分かりやすく周知を図るとともに、住民の意見等を聴取しつ

つ、その後の対策の実施や計画の見直し等に反映させるよう努めることが必要であ

る。 

 

 


